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貸 借 対 照 表

（令和6年6月 30 日現在） （単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 12,589,537 流 動 負 債 10,315,718 

現金及び預金 9,380,199 貝に 掛 金※2 575,863 

売 掛 金※2 2,591,391 短 期 借 入 金 5,818,400 

月‘’1j 渡 金 33,730 一年以内返済長期借入金 584,336 

商
ロ 24,412 未 払 金 1,321,619 
ロロ

貯 蔵 ロ 13, 106 未 払 費 用 457,949 
ロロ

未 収 入 金 275,937 未払法人税等 502,267 

月ヽ

9 lj 払 費 用 242,338 未払 消費税等 397,021 

未成工事支出金 21,239 
月`IJ’ 戸又 金 130,795 

預 け 金
預 り 金 435,639 

7,304 
賞 与 弓I 当 金 36,827 

そ の 他 5,477 
役 員賞与引当金 55,000 

貸 倒 弓I 当 金 △5,600

固 定 負 債 6, 276, 108 
固

疋’→―’ 
資 産 19, 916, 115 

長 期 借 入 金 5,051,407 
有形固定資産 ※1 1,654,386 

退 職給付引当金 687,726 
物 972,446 

役員退職慰労引当金 242,705 

築 物 79,843 資産除去債務 120,692 

機 械 装 置 38,816 繰延税金負債 165,927 

車 両 751 立又 入 保 証 金 7,649 

工具器具備品 163,356 

リ ー ス 資産 998 負 債 合 計 16,591,827 

土 地 398,172 
純 資 産 の 部

無形固定資産 548, 194 

営 業 権 336,333 株 主 資 本 14,968,557 

ソフトウェア 92,678 資 本 金 99,000 

水 利 権 118, 081 
資 本 剰 余 金 5,757,368 

権
資 本 準 備 金 174,956 

商 標 1, 100 
その他の資本剰余金 5,582,411 

投資その他の資産 17,713,534 
利 益 剰 余 金 9, 112, 189 

投資有価証券 2,499,866 
そ の 他利益剰余金 9, 112, 189 

関係会社株式 14,636,841 
繰越利益剰余金 9, 112, 189 

出 資 金 78,202 
評価・換算差額等 945,268 

敷金 ・ 保証金 457,424 
その他有価証券評価差額金 945,268 

保険 積 立 金 37,190 

長期前払費用 4,009 

純 資 産 合 計 15, 913, 825 

資 産 合 計 32. 505,652 負債 · 純資産合計 32,505,652 



個 別 注 記 表

1．重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1)資産の評価基準および評価方法

①有価証券の評価基準および評価方法
関 係 会 社 株 式

時 価 の あ る も の ・ ・ ・ ・ ・ ・ 決算日の市場価格等に基づく時価法 （ 評価差額は全部純資産直
入法により処理し、 売却原価は移動平均法により算定）

時 価 の な い も の ・ ・ ・ ・ ・ ・ 移動平均法による原価法
そ の 他 の有 価 証 券 ・ ・ ・ ・ ・ ・ 移動平均法による原価法
②棚卸資産の評価基準および評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） によっております。
貯蔵品 ・ ・ …• 最終仕入原価
商 品 （コンビニエンス事業 ） ．．．．．． 売価還元法

③外貨建ての資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建て金銭債権債務は期末 日の直物為替相場により円貨に換算し、 換算差額は損益と して処

理しております。

(2)固定資産の減価償却の方法
有 形 固 定 資 産（リ ース資産を除く）・ ・ ・ ・ ・ ・ 定率法によっております。

ただし、 平成10年4月1 日以降に取得した建物 （ 建物附属設備を除く） については、 定額法を
採用しております。
なお、 主な耐用年数は以下のとおりであります。

建 物 3~3 2年
工具器具備品 4~20年

無 形 固 定 資 産（リ ース資産を除く）
自社利用のソフトウェアについては、 社内における見込利用可能期間 (5年） に基づく定額法

を採用しております。
また、 営業 権については効果の及ぶ期間(5年）に基づく定額法により償却しております。
リ ー ス資産
リ ー ス期間を耐用年数とし、 残存価格を零とする定額法を採用しております。

(3)引当金の計上基準
貸 倒引 当 金 ・ ・ ・ ・ ・ ・ 債権の貸倒れに よる損失に 備えるため、 一般債権については貸倒実績率に よ

賞 与 引 当 金
役員賞与引当金
退職給付引当金

り、 貸倒懸念債権等特定の債権については、 個別に回収可能性を検討し、 回収
不能見込額を計上しております。

・・ ・・ ・ ・従業 員賞与の支給に充てるため、 支給見込額に基づき計上しております。
……役員賞与の支給に充てるため、 支給見込額に基づき計上しております。
・ ・ ・ ・ ・・従業 員の退職給付に備えるため、 当期末 における退職給付債務および年金資産

の見込額に基づき、 当期末において発生していると認められる額を退職給付引
当金として計上しております。
なお、 数理計算上の差異は、 その発生時の従業 員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(5 年）で定額法により翌期から費用処理しております。
役員退罷慰労引当金 ・・・ …役員に対する退職慰労金の支出に備えるため、 内規に基づく期末 要支給額を計

上しております。

( 4)その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理・…••税抜方式によっております。



2 ． 貸借対照表 に関する注記
※（1)有形固定資産の減価償却累計額
※ (2) 関係会社に対する金銭債権・金銭債務

短期金 銭 債 権
短期金 銭 債 務

3 ． 損益計算書に関する注記
※ 関係会社に対する取引高

売 上 高

508,095千円

965,379千円
13, 180千円

仕 入 高
8,260,583千円

77, 711千円

4株主資本等変動計算書に関する注記
(1)事業年度の 末日における発行済 株式の数
(2)剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額等
令和5年9月28日の定時 株 主総会において次のとおり決議しております。

・普通 株式の配当に 関する事項
（イ）配当金の総額
(ll) 1 株当たりの配当額
(1ヽ）基準日

（二）効力発生日

普通 株式 13,621,395 株

58,328 千円
10. 0円

令和5年6 月30日
令和5年9月28日

5 ． 税効果会計関係に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生 の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）
未払事業税
退職給付引当金
未払事業所税
賞与引当金
役員賞与引当金
その他

小計
評価性引当金
繰延税金資産計

（繰延税金負債）
その他有価証券評価差額金

繰延税金負債計

繰延税金負債計

61,752 千円
239,397 千円

5,569千円
12,819千円
19, 1 45 千円

104,750千円
4 43, 470千円

△104,610千円
338,82 4 千円

504,752 千円
504,752 千円

165,927 千円

6. 1株当たり情報に関する注記
(1) 1 株当たり 純資産額 2, 455円13 銭
(2) 1 株当たり当期 純利益金 159円69銭

1 株 当たり 当期 純利益金額の算定上の基礎は、 次のとおりです。

言三：［三
益 1 : ;：：三

7 ． 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
（注） 本報告書中の記載金額・株数は、 表示単位末満を切り捨てて表示しております。


